
三　井　住　友　銀　行
（旧会社名　さくら銀行）

注 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の

目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特

定取引負債」に計上しております。

  特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・

オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その他有価証券については,移動平均法によ

る原価法又は償却原価法により行っております。

  なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価について

も同じ方法によっております。

４．デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。

５．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。

  なお、建物（平成１０年３月３１日以前取得分）、建物附属設備および構築物の減価償却の方法は、従来、定率法によっ

ておりましたが、保有建物等の使用状況を見直した結果、店舗等として長期間安定的に使用している実態を考慮し、その償

却費用が使用期間に均等に計上される定額法が、より適正な期間損益を反映し合理的と考えられるため、当連結会計年度より

定額法に変更しております。

これにより、定率法により減価償却を実施した場合に比べ、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ１，４８２百

万円増加しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物１０年～５０年

　　動産　５年～２０年

　連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。

６．自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間(主として５年)に基づく定額法により償却し

ております。

７．当行の外貨建資産・負債については、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しております。

　なお、国内連結子会社は、当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に

関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用しておりますが、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益、税金等調整前当期純利益への影響はありません。

　また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、「資本

の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。

８．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　まず、当行の信用格付制度により取引先を１０段階に区分し、更にそれらの取引先を自己査定に基づき、日本公認会計士協

会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」に規定する、正常先債権・要注意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分類し

ております。

　正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を

控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。

　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

　また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生じる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別

措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　連結子会社の貸倒引当金は、過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を引き当てております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能

と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１,１２１,６８７百万円で

あります。
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９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　　過去勤務債務　　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１１年）による定額法により

　　　　　　　　　　　　　費用処理。

　　　数理計算上の差異　　発生時の従業員の平均残存勤務時間内の一定の年数（主として１１年）による定額法により、

　　　　　　　　　　　　　翌連結会計年度から損益処理。

　なお、会計基準変更時差異（１９３,８２３百万円）については、主として５年による按分額を費用処理しております。

10．債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性の

ある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金で

あります。  

11．当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12．当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する、｢マクロヘッジ｣を実施しております。これは、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号)に定められたリスク調整アプローチによるリスク管

理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク

調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証すること

により、ヘッジの有効性を評価しております。

　なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

　連結子会社のヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理であります。

13. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

14. 特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。

 金融先物取引責任準備金  ９百万円　　金融先物取引法第８２条の規定に基づく準備金であります。

 証券取引責任準備金　６３３百万円　　証券取引法第５１条の規定に基づく準備金であります。

15. 動産不動産の減価償却累計額４３５,７３２百万円

16. 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等についてはリース契約により使用しております。

17. 貸出金のうち、破綻先債権額は１９７,３９８百万円、 延滞債権額は１,０４１,９５１百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、自己査定の結果や元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

18. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は７５,８７０百万円であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。

19. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１５１,４１３百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。

20. 破綻先債権額､延滞債権額､３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１,４６６,６３３百万円であります。

　なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21. 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形等の額面金額は、８８９，３４０百万円であります。

22. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

　　　　　現金預け金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１百万円

　　　　　特定取引資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０３７百万円

　　　　　有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９３２，３７４百万円

　　　　　貸出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０１，２８２百万円

　　　　　その他資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８，６２０百万円

　　　　　動産不動産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５９百万円
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担保資産に対応する債務

　　　　　預金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２，２４３百万円

　　　　　コールマネー及び売渡手形　　　　　　　　　　　　２，１１６，６９９百万円

　　　　　借用金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８, ７７４百万円

　　　　　その他負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 １７, ９２８百万円

　上記のほか、資金決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券３,０９６,０６３百万円、貸出

金３９７,５４６百万円、現金預け金３百万円、その他資産（手形交換所保証金等）１０百万円を差し入れております。

　なお、動産不動産のうち保証金権利金は７０,４２１百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は３,００６百万円で

あります。

23. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益としてその他負債に含めて計上しております。なお、上記相殺

前の繰延ヘッジ損失の総額は１９１,６２８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２０８,２３２百万円であります。

24. 「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」(平成１２年大阪府条例第１３１号)が平成１２

年６月９日に公布されたことから、当行の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当連結会計年度

より前連結会計年度の３９．６２％から３９．２０％に変更しております。この変更により、当行の繰延税金資産の金額は

５，６１６百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評価に係る

繰延税金負債の金額は２９４百万円減少し、再評価差額金の金額は同額増加しております。

25. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

  再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣

売買事例による補正等合理的な調整を行って算出

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の

　帳簿価額の合計額との差額３５，９４２百万円。

26. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金５０３，３６４百万円が含まれ

ております。

27. 社債には、劣後特約付社債７５８，４２６百万円が含まれております。

28. １株当たりの純資産額        ３３３円４６銭

29. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「特定取引資産」

中の商品有価証券、譲渡性預け金、コマーシャル・ペーパー、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中

のコマーシャル・ペーパーが含まれております。以下３２．まで同様であります。

　　売買目的有価証券

　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　４６９，２０４百万円

　　　　当連結会計年度の損益に含まれた評価差額　　　　　　　　　　　　２４４

　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表　　　　　　　時価　　　　　　　差額　　　　　　　　　　　　

　　計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　国債　　　　　　　　　１４,２９５百万円　　１４,２９８百万円　　　２百万円　　　　２百万円　　　　０百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　合計１４,２９５　　　　　１４,２９８　　　　　　２　　　　　　　２　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　その他有価証券で時価のあるもの　　　

　　　　当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。なお、

　　　平成１２年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

　　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　９，８６４，０９６百万円

　　　　　時価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，５１１，２５１

　　　　　差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△３５２，８４４

　　　　　繰延税金資産相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　１３８，３１５

　　　　　少数株主持分相当額　　　　　　　　　　　　　　　　       ２,１７３

　　　　　持分法適用会社が所有するその他有価証券に

　　　　　係る評価差額金相当額のうち親会社持分相当額　　　　　　　　　△４２

　　　　　評価差額金相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　△２１２，３９９
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30．当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　   売却額　　　　　 　　　　　　　売却益　　　　　　　　　　売却損

　　９，７７３，８５２百万円　　　　　１９２，６３１百万円　　　４２，０９５百万円　

31. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　内　　容　　　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額

　　　満期保有目的の債券

　　　　　　非上場外国証券　　　　　　　　　　　　　７,０９４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　その他有価証券

　　　　　　非上場債券　　　　　　　　　　　　　３１５,５６５

　　　　　  非上場株式（店頭売買株式を除く）　　１１７,１４０

　　　　　  非上場外国証券　　　　　　　　　　　  ６３,３４１

32. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　１年以内　　　　　　　　１年超５年以内　　　　　　５年超10年以内　　　　　　　　10年超

　債券　　　２，４２８，１７０百万円　　２，０３１，３３５百万円　　　９９４，００９百万円　　　５９，３００百万円

　　国債　　２，３７２，０３８　　　　　１，６１２，６０８　　　　　　８５９，７０６　　　　　　５８，８００

　　地方債　　　　　２，７４９　　　　　　　　４６，８２４　　　　　　　１５，８４３　　　　　　　　　　　－

　　社債　　　　　５３，３８２　　　　　　　３７１，９０３　　　　　　１１８，４５９　　　　　　　　　５００

　その他　　　　４０６，３５５　　　　　　　２７７，２１２　　　　　　１５１，９１７　　　　　１４７，４２８

　合計　　　２，８３４，５２６　　　　　２，３０８，５４７　　　　１，１４５，９２７　　　　　２０６，７２８

33．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　　　その他の金銭の信託

　　　　　当連結会計年度においては、その他の金銭の信託について時価評価を行っておりません。

　　　　なお、その他の金銭の信託に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　２２,２０８百万円

　　　　　　　　　　　　時価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２,６７７

　　　　　　　　　　　　差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４６８

　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４９４

　　　　　　　　　　　　　うち損　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　２５

　　　　　　　　　　　　評価差額金相当額　　　　　　　 　　　　　　　　２８５

　　　　　　　　　　　　繰延税金負債相当額　　　　　　　　　　　 　　　１８３

34．消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」、「その他資産」中の保管有価証券等及び「特定取引資産」中

の商品有価証券に合計２９２,１７１百万円含まれております。

　なお、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「有価証券」中の貸付有価証券に計上しておりまし

たが、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日

））の適用に伴い、当連結会計年度よりその種類毎に「有価証券」中の国債、地方債等に計上しております。当連結会計年度

末における使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は２,０２５百万円であります。

35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され

た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、６,９１２,４０１百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能

なものが、６,３２２,２０７百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連

結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ

か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措

置等を講じております。
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36．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△６４５,０３３百万円

　　　　　　　　　　　　年金資産（時価）　　　　　　　　　　　　　３９０,３１８

　　　　　　　　　　　　未積立退職給付債務　　　　　　　　　　　△２５４,７１４     

　　　　　　　　　　　　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　１５３,６７６

　　　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　７０,９８５  

　　　　　　　　　　　　未認識過去勤務債務　　　　　　　　　　　　　△１,６６４

　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額の純額　　　　　　　　△３１,７１６

　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　△３１,７１６

37．当行は、平成１２年５月２２日に株式会社住友銀行との間で合併契約を締結しました。平成１２年６月２９日開催の第１０期

定時株主総会において、また、平成１２年６月２９日開催の第二回優先株式にかかる種類株主総会および平成１２年６月２８

日開催の第三回優先株式（第二種）にかかる種類株主総会において、それぞれ承認可決されました当該合併契約書に基づき、

平成１３年４月１日をもって株式会社住友銀行と合併し、資産及び負債並びに権利義務の一切を同行に引き継ぎました。


